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事業３

委託事業
1.漁場環境回復対策
2.漁業資源維持培養
3.漁業秩序維持対策

助成事業
1.漁業近代化施設
2.漁村振興対策
3.漁協育成強化

 

事業１

事業２

１．ホイスト・漁船捲き上げ機等の設備の充実強化を図る。
２．漁港・船溜まり内の清掃・トラブル防止のためのフェンス設
　　置等の環境整備，淡水魚消費拡大のための各種イベント
　　への参加，新商品の試食・配布を行う。
３．漁協役職員のレベルアップ講習・研修の実施，最新事務
　　機器の導入による事務の近代化を図る。

設　立
目　的

   国営高浜入り干拓予定水面のため，漁場環境が荒廃化していた霞ヶ浦の漁場環境改善と，漁業生産
力の増強を図り，漁業及び漁協経営体の体質強化，地位向上に寄与することを目的とし，県及び地元
漁協の連合体である霞ヶ浦漁業協同組合連合会とが共同して設立。
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［法人の概要］

出資法人等経営評価書（公益法人会計用）

平成１８年７月１日現在

　 財団法人霞ヶ浦漁業振興基金協会

１．霞ヶ浦全域の漁場清掃等を行い，漁場環境を回復させる。
２．主要魚種（わかさぎ・うなぎ等）の移植放流・人工孵化放流
    を実施し，漁業資源の維持培養を図る。
３．違反操業の未然防止や漁業指導の座談会を開催し，漁業
    秩序維持の確立を図る。
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［収支の状況］ 　
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［平成１７年度の補助金等の目的・内容等］
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計画性

組織の管理運営上における人的・
物的な経営資源が有効活用されて
いるか

各評価項目については，「出資法人等
経営評価指標及び評価基準等」を参照

効率性

   霞ヶ浦の主要魚種は，周辺地域の急激な人口増加による環境の大幅な変化や外来魚
の繁殖等により，年々漁獲が減少し，漁業経営も厳しい状況が続いている。当協会に於い
ても，中長期計画の見直しにより事業実施の範囲を拡大し，漁業生産力の増強，漁業経営
の安定をはかるため，新規事業を積極的に導入しながら事業を進めていく。また，急な事
業要請に対処するため，より柔軟な体制づくりを目指す。なお，当協会は収益事業を行わ
ず，基金を取り崩しながら各種事業を行っているため，今後も事業管理費の削減に努力し
ながら運営を進めていく。

健全性 効率性
   財務上借入金も無
く，特に問題は無い。
今後は基金の運用
について，安全でより
有利な運用を検討し
たい。

   管理費の削減に努
めている。

［法人の自己評価（経営概況，経営上の課題・対策等）］

組織，人事，財務等の内部管理体
制が適切に整備・運用され，かつ情
報公開による透明性の確保が適切
か

計画性

目的適合性

法人の財務体質が健全であるか，
また，各事業の採算性がとれてい
るか

健全性

経営目的，経営方針が各種計画に
反映され，計画・実行・見直しが行
われているか

法人が行っている事業と当初の設
立目的が適合しているか

《評価の視点》

今後の事業展開の方向

目的適合性 組織運営の適正性
   国営高浜入り干拓
事業収束に伴い，立
ち遅れている漁場回
復と漁業生産力の増
強を図るため，各種
事業に対し支援して
いる。

   同左の通り，事業を
実施している。

   職員を置かない，
事務委託による管理
費の削減のほか，役
員の定数や報酬の
削減により更なる削
減を行っている。ま
た，評議員会の設置
により更に適正な運
営を行っている。

組織運営の
適正性

20.3%

 

25.0%

12.5%効率性
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公益法人会計用
財団法人霞ヶ浦漁業振興基金協会
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［法人を担当する課の意見］

平成２０年度

・事業費の拡充
　（対前年比380万円増額し，平成18年
　度から940万円とする。）
・役員報酬の削減
　（平成19年度に，理事長を除く役員の
　報酬を一律１万円減額する。）
・管理費の削減
　（平成19年度から平成23年度までの
　５年間，事務委託費を年間10万円ず
　つ削減する。）

・事業費の拡充
　（事業費940万円）
・役員報酬の削減
　（８万円削減し，総額37万円とす
　る。）
・管理費の削減
　（事務委託費を10万円削減し，
　140万円とする。）

・事業費の拡充
　（事業費940万円）
・管理費の削減
　（事務委託費を10万円削減し，
　130万円とする。）

   新たな中長期計画
を策定し，その中で有
用魚種の資源増殖の
ための予算を増額す
るなど，計画的に実施
するよう努めていると
認められる。

計画性 効率性健全性組織運営の適正性目的適合性
   設立の趣旨に合致
した事業を実施してい
るが，社会情勢の変化
に対応し，より基金を
有効活用するため，漁
業者の要望を汲み上
げるようなシステムを
考える必要がある。

   当財団は収益事業
を行わず，基金の取
り崩しにより各種事
業を実施している。
現在，財団の財産
は，元本保証の預金
のみだが，より安全
で有利な運用を考え
る必要がある。

   平成１７年度におい
て，理事の定数を減ら
すなど，経費削減に努
力している。
   今後も管理費の削
減を目指し，更なる見
直しを行うべきであ
る。

   理事会に対する牽
制機関として評議員
会を設置し，財団運
営の透明性を確保し
ている。
   今後は，ＩＴ等を活
用した一般県民向け
の情報公開の手段を
考える必要がある。

   当該法人は，霞ヶ浦の漁業生産力の増強を図り，もって漁業経営・漁協経営の安定化に資するた
め，資源増大事業などを実施している。そのための原資は，設立時に拠出された基金の取り崩しで
あり，一切の収益事業は行っていない。
   近年の例を見ない低金利や，ペイオフ対策による決済性預金の活用など，法人唯一の収入である
金利収入は微々たるもので，少しでも基金の有効活用が望まれている状態である。
   このようななか，当協会では，管理費の縮減を図るべく，役員の定数減による報酬の削減，霞ヶ浦
漁連への事務委託費の減額等，経費の節約に努めてきた。しかしなお，総事業費に占める管理費の
割合が３割を上回っており，更なる見直しを図る必要がある。
   本年度策定した中長期計画において，従来の年間事業費(５，６００千円)を９，４００千円に増額し，
積極的に事業活動を図ることは，低迷を続ける霞ヶ浦の漁業生産力の回復に効果があるものと期待
される。今後は，地元ニーズを汲み取りながら，より一層効果的な事業を実施できるよう情報収集な
どにも注力する必要がある。

法人担当課の意見

－ －

第
４
次
行
財
政
改
革
大
綱
等
の
推
進
工
程

推進事項

計
　
　
　
画

取
 

組
 

状
 

況

平成１８年度

－

１　事業の見直し
　　　中長期計画（H18～H22）に基づき確実に事業を実施する。
　　　地元ニーズなどを把握し，費用対効果も検証しながら適切な事業展開を図る。

２　経費の削減
　　　役員報酬及び管理費の削減を図る。

平成１９年度
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［総合評価］

から県民のみなさまへ＞

組織運営の適正性 健全性 効率性

総合的所見等

概ね良好 改善の余地がある 緊急の改善措置が必要

   平成１８年度策定した中長期計画（平成２２年度まで）において，年間事業費を５６０万円
から９４０万円に増額し，積極的な事業展開を図るとしたところであるが，事業実施にあたっ
ては，地元ニーズなどを汲み入れ，また費用対効果も検証しながら，より効果的な事業に
取り組んでいく必要がある。
   なお，当法人は基金を取り崩しながら事業展開をしていることから，引き続き，霞ヶ浦漁
業協同組合連合会への事務委託費など管理費の更なる縮減に努める必要がある。

取組みを強化すべき視点 計画性 目的適合性

   霞ヶ浦の漁獲量は，平成１７年度 1,656トン（速報値）と昨年度の 1,529トンをやや上回りましたが，最盛期には
ほど遠く低迷が続いております。当基金協会では設立以来，霞ヶ浦の漁業振興のため主要魚種の放流等各種事
業を実施して参りましたが，未だ十分な成果が出ているとは言い難い状態でした。
   今回の経営評価を受け，当基金協会としましては，地元漁協及び漁業者の要望を十分把握し，本年度策定した
中長期計画に基づき，設立目的である霞ヶ浦の漁業振興に資するよう，より有効な事業を計画的に実施してまい
りますとともに，より一層の経費の削減にも努め，基金の有効活用を図って参りたいと考えています。

                                                 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成１９年２月　理事長　　羽生　誠

総合的所見等
に係る対応

   平成１８年度策定の中長期計画の確実な実施が図られるよう指導するとともに，霞ヶ浦
の漁業振興に向け，より効果の高い事業の実施方法等について調査・検討するよう指導す
る。
   なお，収益事業を行わない当法人においては，管理費等の経費節減は重要であるた
め，削減について検討するよう併せて指導していく。

＜ 財団法人霞ヶ浦漁業振興基金協会
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